
　

開発許可変更処理フロー
平成２４年７月１日改正
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変更判断４ 

変更判断１ 

変更判断２ 

変更判断３ 

変更判断１ (当初３２条協議中に事前協議まで 
        戻るケース) 
 
・開発区域、計画宅地数、計画戸数の変更 

   (ただし開発区域において、官民・民民境界確定に   
       伴う開発面積の増減は含まない。) 
・当初意見に関係のある内容の変更 

変更判断２ (当初２９条審査中若しくは 
                   許可後から完了までに、事前協議に 
          戻るケース) 
 

・開発区域、計画宅地数、計画戸数の変更 

   (ただし開発区域において、官民・民民境界確定に   

       伴う開発面積の増減は含まない。) 

・当初意見に関係のある内容の変更 

変更判断３  （上記の変更判断２のタイミングで 
         ３２条まで戻るケース） 
 

・変更判断１に当らず、各種図面の変更がある若しくは公共 
 施設の整備計画の記載内容に変更がある場合。 
 (ただし区域内外の所有者の変更、分合筆は問わない。) 

変更判断４ 
 
 大津市開発許可制度に関する基準   
   

     第６章 開発行為の許可 

   
       Ⅶ 変更の許可等 

変更判断５  （検査時に許可内容と違うと判明した時 
                     どこまで戻るか） 
 

  事前まで戻る →変更判断２に同じ 
 ３２条まで戻る→変更判断３に同じ 

 ３５条の２   →変更判断１、２、３、４以外。ただし、 
            区域内の宅地割辺長で３㎝以上の    
            変更は届出。 

注  開発行為変更許可手数料（変更判断５該当時に発生） 
     事前又は３２条まで戻る場合は、変更許可手数料 ア に該当 
     その他は、変更許可手数料 イ、ウ、エとなる。（各々の加算の場合あり） 

変更判断５ 変更許可 

都市計画法第２９条 
許可申請書提出 

３２条協議まで
に事前協議書を
変更するケー
ス) 
 
・開発区域、計
画宅地数、計画
戸数の変更 


